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第一部【企業情報】 
  

第１【企業の概況】 
  

１【主要な経営指標等の推移】 

 （注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。 

２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

４．純資産額の算定にあたり、平成18年９月中間期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基

準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を

適用しております。 

 

回次 第76期中 第77期中 第78期中 第76期 第77期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

売上高（千円) 9,135,999 10,560,781 11,253,387 19,403,396 21,720,198

経常利益（千円) 872,984 1,348,079 1,616,153 1,975,252 2,879,038

中間（当期）純利益（千円) 525,622 764,866 896,256 1,003,844 1,341,000

持分法を適用した場合の投資
利益（千円） 

－ － － － －

資本金（千円) 4,150,000 4,150,000 4,150,000 4,150,000 4,150,000

発行済株式総数（株) 32,732,800 32,732,800 32,732,800 32,732,800 32,732,800

純資産額（千円) 31,958,180 32,881,641 33,730,489 31,977,826 33,920,972

総資産額（千円) 38,330,622 42,633,260 46,709,573 39,930,967 44,571,571

１株当たり純資産額（円) 1,032.40 1,085.75 1,115.22 1,054.13 1,119.32

１株当たり中間(当期)純利益
（円） 

16.92 25.25 29.63 31.34 42.71

潜在株式調整後１株当たり中
間(当期)純利益（円） 

－ － － － －

１株当たり配当額（円) 8.00 9.00 10.00 16.00 18.00

自己資本比率（％) 83.4 77.1 72.2 80.1 76.1

営業活動による 
キャッシュ・フロー（千円) 

24,771 598,344 △411,663 531,169 1,219,158

投資活動による 
キャッシュ・フロー（千円) 

△409,623 △496,339 △1,559,622 △1,402,218 △1,155,572

財務活動による 
キャッシュ・フロー（千円) 

△388,299 354,970 1,683,337 △628,855 237,327

現金及び現金同等物の中間期
末(期末)残高（千円) 

762,446 492,666 48,590 35,691 336,557

従業員数（人) 427 432 432 440 448



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、主要な関係

会社における異動もありません。 

  

３【関係会社の状況】 

 該当事項はありません。 

  

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であります。 

  

(2）労働組合の状況 

 労働組合との間に特記すべき事項はありません。 

  

  

  平成18年９月30日現在

従業員数（人） 432 



第２【事業の状況】 
  

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間会計期間におけるわが国経済は、原油価格の高止まり等の懸念材料は生じたものの、好調な企業業績を背景に設備投

資は堅調に推移し、また個人消費についても所得環境の改善により回復基調が鮮明となりました。 

 このような経営環境の中、生産性の改善・新製品開発・新市場開拓・現有市場の深耕・海外市場への進出・コストダウン・

売価改善などに努めました結果、当中間会計期間の受注高は１５６億４千万円（前年同期比１０７.２％）、売上高は１１２億

５千３百万円（同１０６.６％）となりました。 

 また、全社の輸出売上高は１２億８千３百万円（同９３.３％）で輸出売上比率１１.４％（前年同期１３.０％）となってお

ります。 

 使用総資本は４６７億９百万円（前期末比１０４.８％）、うち純資産は３３７億３千万円（同９９.４％）で、自己資本比

率は７２.２％（前期末７６.１％）となりました。 

 利益面では、平成１４年度を底に右肩上がりで推移し、当中間会計期間においてはニッケル高騰に伴うステンレス材の値上

げなどの影響を受けましたが、売上増や売価改善の効果もあり、営業利益１２億７千４百万円（前年同期比１２８.９％）、経

常利益１６億１千６百万円（同１１９.９％）となりましたが、固定資産除却損２億２千６百万円を特別損失に計上いたしまし

た結果、税引後の純利益は８億９千６百万円（同１１７.２％）となりました。 

 次に３事業本部別の概況を申し上げます。 

  

 熱交換器事業本部 

  受注面 

 中小型ＰＨＥの受注は、国内設備投資或いは設備更新需要に伴いインターネット受注を含め好調裏に推移しておりま

す。また、大型チタン製ＰＨＥ（プレート式熱交換器）の受注でも、中近東のＬＮＧ（液化天然ガス）並びに化学プラ

ント用のＣＣＳ（セントラルクーリングシステム）を中心に昨年来の好調さは維持しております。中近東案件以外で

は、船舶関連が大幅な拡大基調にありますが、受注確定には事前のチタン材確保が制約となっており、今後の受注は現

状を大きく超えることはないものと予想しております。なお、生産能力での制約は殆どございません。また、リードタ

イム（納期までの時間）は、ＣＣＳ関連ではプラントメーカーの事前手当ての傾向に拍車がかかり、２～３年と更に長

期となってきておりますが、３年を超える先のチタン材確保は事実上無理であり、正式な受注は受けかねている状態で

あります。 

 ＢＨＥ（ブレージングプレート式熱交換器）の受注も、国内景気の堅調さ、市場自体の拡大で順調に推移いたしまし

た。 

  売上面 

 国内設備投資あるいは設備更新需要に伴い、中小型ＰＨＥ、ＢＨＥは順調に売上は増加いたしました。また、メンテ

ナンスサービスも順調な拡大基調にあります。その結果、熱交換器事業本部全体で２３.９％の増収となりました。 

 また、マレーシアの子会社（HISAKAWORKS S.E.A. SDN. BHD.）も順調に推移し、さらに来期からは中華人民共和国に

平成１８年８月に設立いたしました日阪（上海）商貿有限公司も貢献を始め、グローバル化への布石も順調に推移して

おります。 

 なお、昨年来の受注分であるＣＣＳ用の大型ＰＨＥの売上計上は、この下期から順次計上されてまいります。再来期

以降に本番を迎える予定であります。 

  開発面 

 ＰＨＥでは、超大型高性能ＰＨＥのシリーズ化が順調に推移しております。また溶接型ＰＨＥの開発も市場において

予想以上の評価で推移しております。 

 ＢＨＥでは、一般産業分野（多管式熱交換器市場）参入のためのＢＨＥの大型化に関する開発も順調に推移しており

ます。 

 



  利益面 

 ＰＨＥ製品では一部残っておりました造船関係での不良案件の整理での影響を吸収し、低利益率リスクのない短納期

の中小型ＰＨＥの売上増及び新規設備投資によった設備更新需要に伴う案件の比重が高く、販売が行ない易い環境も利

益に寄与いたしました。ＢＨＥ製品においても、基盤市場である空調市場、冷凍機市場、エコキュート用の給湯器市場

向けなどを中心に好調裏に推移し、ミストサウナ用、風呂追炊用、燃料電池付属用その他の新規市場開拓も順調に推移

いたしました。 

 また、製造部門統合による、生産管理・原価管理・原価企画などの抜本的見直しに着手しており、更なる生産性の向

上と利益率の改善を事業本部を挙げて推進中であります。 

 なお、来期から新２万トンプレス機の導入及び新工場建築により、減価償却費が増加することとなります。 

 以上の結果、熱交換器事業本部の売上高は５７億５千４百万円（前年同期比１２３.８％）、うち輸出高６億４千６百万

円（同１２９.１％）、輸出売上比率１１.２％となりました。 

  

 生活産業機器事業本部 

  受注面 

 染色関連は想定範囲内ではありますが計画よりは好調であったものの、食品関連は全般的に不調でありました。今後

の成長が期待される飲料類などの液体プロセス関連分野も、価格競争回避を主原因に、期待外れの苦戦を強いられてお

ります。レトルト食品殺菌機などの食品（固体）関連分野はプラント関連の発注時期ずれ、医薬関連分野は製品数も顧

客数も限られている関係上の端境期に当中間期が該当したものと分析されます。 

 下期より順次回復へ向かうものと思われ、無理な不良受注へ走ることのないよう管理しております。 

 染色関連では「（従来機比で、ランニングコストである水の使用量が平均１/３となる）ニューサーキュラー」の市場

投入で高まりました設備投資意欲が、原燃料の高騰による投資時期等の見直し気運となっておりましたが、原油価格の

若干の落ち着きに伴い引合の動きも見られるようになってまいりました。 

 なお、当部門の宿命でもありますが、食品関連はプラント関連での一連のシステムの受注の有無で、大きく変動いた

します。変動率の縮小のためにも規模の拡大を図る必要もあり、今後を睨んでの中国市場での日阪ブランドの確立を目

指す地ならしも開始しております。 

  売上面 

 染色関連は計画どおりでありましたが、食品関連は、前期末の受注残が少なく、今中間期の受注も少なくなったた

め、生活産業機器事業本部としては９.４％の減収となりました。 

 なお、来期からは、熱交換器事業本部同様に、中華人民共和国に平成１８年８月に設立いたしました日阪（上海）商

貿有限公司が貢献を始めるものと計画しております。 

  開発面 

 染色関連では、超臨界染色機の開発が実用機までカウントダウンの直前段階まで到達しております。 

 食品関連では、缶・ビン代用紙パック「テトラリカルト」用調理殺菌機の実用機開発が、近々売上に貢献し始める段

階に達しておりますものの、TETRA RECART容器（２００ml）での日本国内実績付けは、海外でのフィールドテスト確認

完了を待つことになり、当初予定より若干遅れることとなります。 

 また、多品種小ロット対応の液体連続殺菌機の市場投入へ秒読み段階となっているとともに、その他コラボレーショ

ンを主軸に将来への布石づくりも順次行なっております。 

  利益面 

 染色関連は計画どおり前期比倍増でありましたが絶対額は小さく、食品関連において減価償却費の増加、売上高不足

などにより、生活産業機器事業本部全体としては苦戦しております。 

 下期には、売上高不足も解消へ向かい、また従前より梃入れを行っております、プラント関連を中心とする見積もり

精度向上、原価企画などによる、利益率改善の効果も徐々にではありますが発揮されるものと考えております。 

 以上の結果、生活産業機器事業本部の売上高は３９億９千５百万円（前年同期比９０.７％）、うち輸出高５億１千３百

万円（同７３.３％）、輸出売上比率１２.８％となりました。 

  

 



 バルブ事業本部 

  受注面 

 国内景気の堅調さを反映し、設備投資が更新需要を中心に好調で、自動弁・大口径弁が増加し、受注の好調さは依然

堅持されております。また、液晶市場などの新規市場の開拓も順次進行中であります。 

  売上面 

 受注の堅調さを反映して、自動弁・大口径弁等の特殊弁が増加し、好調さは依然堅持されております。 

  開発面 

 無摺動弁、低温・超低温弁などの開発が順調に進行中であります。 

  利益面 

 短納期対応での適正価格販売、売価改善、熾烈な価格競争の状況がやや緩和されたこと、利益率の高い特殊弁・メタ

ルタッチバルブなどの高機能新製品の売上に占める割合の微増などの要因で利益面も順調に推移いたしました。 

 以上の結果、バルブ事業本部の売上高は１５億３百万円（前年同期比９９.６％）、うち輸出高１億２千３百万円（同７

０.５％）、輸出売上比率８.２％となりました。 

  

(2）キャッシュ・フロー 

 当中間会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、税引前中間純利益が１５億９千６百万円と前中

間会計期間末の１３億１千６百万円に比べ増加いたしましたが、引き続き固定資産の取得等による支出、売上増加に伴った売

上債権が増加及び大型受注に対する原材料の先行手配に伴う棚卸資産の増加があったことから、前中間会計期間末に比べ４億

４千４百万円減少し、当中間会計期間末では４千８百万円となりました。 

 当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果支出された資金は、４億１千１百万円（前中間会計期間は５億９千８百万の収入）となりました。 

 これは主に、税引前中間純利益の増加があったものの、売上増加に伴った売上債権の増加、大型受注に対する原材料の

先行手配に伴う棚卸資産の増加及び法人税等の支払額の増加があったことにより、営業活動によるキャッシュ・フローは

マイナスの結果となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は、１５億５千９百万円（前年同期比３１４.２％）となりました。 

 これは主に、鴻池事業所増改築における固定資産の取得及び短期貸付金の発生によるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果得られた資金は、１６億８千３百万円（同４７４.２％）となりました。 

 これは主に、短期借入金の増加によるものです。 

  

 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間会計期間における生産実績を事業部門ごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記金額は、総製造費用に基づいております。 

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．当中間会計期間より、事業部門を５事業部体制から３事業本部体制に移行しており、前年同期比較に当たっては前中間

会計期間分を変更後の区分に組み替えて行っております。 

  

(2）受注状況 

 当中間会計期間における受注状況を事業部門ごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記金額は、販売価額で表示しております。 

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．当中間会計期間より、事業部門を５事業部体制から３事業本部体制に移行しており、前年同期比較に当たっては前中間

会計期間分を変更後の区分に組み替えて行っております。 

４．当中間会計期間より、従来の「その他」を事業部門ごとに含めて表示しており、前年同期比較に当たっては前中間会計

期間分の「その他」を事業部門ごとに組み替えて行っております。 

  

(3）販売実績 

 当中間会計期間における販売実績を事業部門ごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記金額は、販売価額で表示しております。 

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．当中間会計期間より、事業部門を５事業部体制から３事業本部体制に移行しており、前年同期比較に当たっては前中間

会計期間分を変更後の区分に組み替えて行っております。 

４．当中間会計期間より、従来の「その他」を事業部門ごとに含めて表示しており、前年同期比較に当たっては前中間会計

期間分の「その他」を事業部門ごとに組み替えて行っております。 

 

区分 金額（千円） 前年同期比（％） 

熱交換器 4,159,179 114.8 

生活産業機器 3,107,437 87.1 

バルブ 1,147,358 99.1 

合計 8,413,975 100.8 

区分 金額（千円） 前年同期比（％） 

熱交換器 9,958,326 116.4 

生活産業機器 3,915,853 87.5 

バルブ 1,766,111 113.6 

合計 15,640,292 107.2 

区分 金額（千円） 前年同期比（％） 

熱交換器 5,754,071 123.8 

生活産業機器 3,995,781 90.7 

バルブ 1,503,535 99.6 

合計 11,253,387 106.6 



５．当中間会計期間及び前中間会計期間の輸出販売高及び輸出割合は、次のとおりであります。 

６．主な輸出先及び輸出販売高に対する割合は次のとおりであります。 

７．総販売実績に対し10％以上に該当する販売先はありません。 

  

３【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

  

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計期間において新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

  

５【研究開発活動】 

 当社は技術３原則を定め、「熱・エネルギー、食品・医療、染色・環境、バルブ・制御」の開拓者として、ユーザーのニーズ

に適合した製品を開発し、業界に貢献すべく研究開発活動を展開しております。鴻池事業所及び淀川工場には、研究開発実験室

を設け、ユーザー・大学・公共研究機関などと技術交流を行い、研究開発の実を上げております。 

 なお、当中間会計期間においては受託研究活動が中心であり、「研究開発費等に係る会計基準」に定める研究開発費にあたる

ものはありません。 

  

  

  
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

  輸出販売高（千円） 輸出割合（％） 輸出販売高（千円） 輸出割合（％） 

  1,376,310 13.0 1,283,680 11.4 

  輸 出 先 前中間会計期間 当中間会計期間 

  アジア 76.4 ％ 66.7 ％ 

  中東 2.7 23.0 

  ヨーロッパ 3.8 8.5 

  北米 15.1 1.0 

  中南米 0.1 0.2 

  アフリカ 0.7 0.1 

  オセアニア 1.2 0.5 

  合計 100.0 100.0 



第３【設備の状況】 
  

１【主要な設備の状況】 

(1） 当中間会計期間において、前事業年度末に計画中でありました重要な設備の新設について完了したものは次のとおりで

あります。 

 「『Ｒ－０５』３ヵ年計画」における鴻池事業所の熱交換器の工場棟については、平成18年８月に完成し、順次生産

を開始しております。 

 なお、平成18年７月から着工しております熱交換器の工場棟は、当初計画通りに平成19年３月に完成予定でありま

す。 

(2） その他の主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設計画は、次のとおりであります。 

    （注）１．上記設備計画は、当面６か月の計画を示しております。 

２．工事予算に対する資金は自己資金及び金融機関からの借入金により調達し、また、金額には消費税等を含んでお

りません。 

(2） 重要な改修 

 該当事項はありません。 

  

  

事業所名 事業部門 設備の内容 
予算金額
（千円） 

既支払額
（千円） 

着手 完成予定 完成後の増加能力

鴻池事業所 熱交換器 工場棟 250,000 － 平成18年11月 平成19年３月 生産スペース拡張

鴻池事業所 鴻池事業所 排水処理施設 320,000 － 平成18年11月 平成19年３月 環境規制対応 



第４【提出会社の状況】 
  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 129,020,000 

計 129,020,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成18年９月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成18年12月22日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 32,732,800 32,732,800
東京証券取引所
大阪証券取引所 
各市場第一部 

－ 

計 32,732,800 32,732,800 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成18年４月１日～ 
平成18年９月30日 

－ 32,732,800 － 4,150,000 － 5,432,770



(4）【大株主の状況】 

 （注）１．自己株式2,487千株は除いております。 

２．上記、三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は193千株であります。 

  

(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株含まれております。また、「議決権の数」

欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数２個が含まれております。 

  

 

    平成18年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

スティールパートナーズジャ
パンストラテジックファンド
オフショアエルピー 

東京都中央区日本橋１丁目４－１ 3,185 9.73 

日新製鋼株式会社 東京都千代田区丸の内３丁目４－１ 3,003 9.17 

株式会社みずほ銀行 東京都中央区晴海１丁目８－12 1,491 4.55 

日本マスタートラスト信託銀
行株式会社 

東京都港区浜松町２丁目11－３ 1,458 4.45 

三井アセット信託銀行株式会
社 

名古屋市中区錦３丁目21－24 1,298 3.96 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６－６ 1,156 3.53 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 912 2.78 

因幡電機産業株式会社 大阪市西区立売堀４丁目11－14 910 2.78 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目４－３ 834 2.54 

日本トラスティ・サービス信
託銀行株式会社 

東京都中央区晴海１丁目８－11 740 2.26 

計 － 14,990 45.79 

  平成18年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 2,487,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 29,818,000 29,818 － 

単元未満株式 普通株式  427,800 － － 

発行済株式総数 32,732,800 － － 

総株主の議決権 － 29,818 － 



②【自己株式等】 

  

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

 

     平成18年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

株式会社日阪製作所 
大阪市中央区伏見町
４丁目２番14号 

2,487,000 － 2,487,000 7.59

計 － 2,487,000 － 2,487,000 7.59

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 2,650 2,595 2,300 2,290 2,255 2,340 

最低（円） 2,320 2,110 1,875 1,800 2,045 2,115 



第５【経理の状況】 
  

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以下「中

間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、当中間

会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間財

務諸表については中央青山監査法人による中間監査を受けており、当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日

まで）の中間財務諸表については新日本監査法人による中間監査を受けております。 

 なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。 

  前中間会計期間 中央青山監査法人 

  当中間会計期間 新日本監査法人 

  

３．中間連結財務諸表について 

 中間連結財務諸表の用語、様式及び作成に関する規則（平成11年大蔵省令第24号）第５条第２項により、当社では子会社の

資産、売上高等から見て、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を誤らせない程度に重要性が乏しいもの

として、中間連結財務諸表は作成しておりません。 

 なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。 

  

  

資産基準 0.6％ 

売上高基準 1.2％ 

利益基準 1.0％ 

利益剰余金基準 0.3％ 



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
 

    
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表
（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）       

Ⅰ 流動資産       

１．現金及び預金   492,666  48,590 336,557  

２．受取手形 (※3) 2,786,974  3,072,947 2,519,414  

３．売掛金   5,270,944  6,138,840 5,766,417  

４．有価証券   1,707,560  1,307,052 2,492,306  

５．たな卸資産   3,405,620  4,642,444 3,864,373  

６．その他 (※4) 547,069  1,786,255 999,869  

貸倒引当金   △50,000  △40,000 △40,000  

流動資産合計    14,160,835 33.2 16,956,131 36.3  15,938,938 35.8

Ⅱ 固定資産       

１．有形固定資産 (※1)     

(1）建物   3,588,889  4,325,649 4,251,599  

(2）機械及び装置   1,120,254  1,269,246 1,230,529  

(3）その他   1,656,246  4,112,630 2,222,305  

有形固定資産合
計 

  6,365,390  9,707,525 7,704,435  

２．無形固定資産       

(1）ソフトウエア   78,520  69,884 76,530  

(2）その他   4,571  3,047 4,571  

無形固定資産合
計 

  83,092  72,931 81,101  

３．投資その他の資産       

(1）投資有価証券   19,890,759  17,590,100 18,647,450  

(2）その他   2,175,984  2,419,196 2,239,288  

貸倒引当金   △42,802  △36,312 △39,643  

投資その他の資
産合計 

  22,023,941  19,972,984 20,847,095  

固定資産合計    28,472,424 66.8 29,753,441 63.7  28,632,632 64.2

資産合計    42,633,260 100.0 46,709,573 100.0  44,571,571 100.0

        



  

 

    
前中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 
当中間会計期間末
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表
（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）       

Ⅰ 流動負債       

１．支払手形 (※3) 1,708,430  442,797 1,229,315  

２．買掛金   2,826,540  4,633,005 3,815,353  

３．短期借入金   1,300,000  3,496,568 1,500,000  

４．未払法人税等   619,013  708,815 729,712  

５．未払消費税等   －  55,153 －  

６．賞与引当金   540,000  620,000 550,000  

７．製品保証引当金   65,700  80,100 67,000  

８．その他   1,607,268  2,043,642 1,340,538  

流動負債合計    8,666,952 20.3 12,080,083 25.9  9,231,919 20.7

Ⅱ 固定負債       

１．長期前受金   8,855  － －  

２．退職給付引当金   2,426  182,282 345,031  

３．厚生年金基金解散
損失引当金 

  462,354  － －  

４．役員退職引当金   112,085  － 124,366  

５．その他   498,944  716,717 949,281  

固定負債合計    1,084,666 2.6 899,000 1.9  1,418,679 3.2

負債合計    9,751,618 22.9 12,979,083 27.8  10,650,598 23.9

              

（資本の部）       

Ⅰ 資本金    4,150,000 9.7 －  4,150,000 9.3

Ⅱ 資本剰余金       

１．資本準備金   5,432,770  － 5,432,770  

資本剰余金合計    5,432,770 12.7 －  5,432,770 12.2

Ⅲ 利益剰余金       

１．利益準備金   1,037,500  － 1,037,500  

２．任意積立金   18,765,175  － 18,765,175  

３．中間（当期）未処
分利益 

  3,429,198  － 3,732,770  

利益剰余金合計    23,231,874 54.5 －  23,535,446 52.8

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

   1,610,448 3.8 －  2,391,287 5.4

Ⅴ 自己株式    △1,543,451 △3.6 －  △1,588,531 △3.6

資本合計    32,881,641 77.1 －  33,920,972 76.1

負債資本合計    42,633,260 100.0 －  44,571,571 100.0

              



  

  

    
前中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 
当中間会計期間末
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表
（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（純資産の部）       

Ⅰ 株主資本       

１．資本金    － 4,150,000 8.9  － 

２．資本剰余金       

資本準備金   －  5,432,770 －  

資本剰余金合計    － 5,432,770 11.6  － 

３．利益剰余金       

利益準備金   －  1,037,500 －  

その他利益剰余
金 

      

配当準備積立
金 

  －  200,000 －  

買換資産圧縮
積立金 

  －  65,175 －  

別途積立金   －  18,500,000 －  

繰越利益剰余
金 

  －  4,309,163 －  

利益剰余金合計    － 24,111,839 51.6  － 

４．自己株式    － 
  
△1,629,399 △3.5  － 

株主資本合計    － 32,065,209 68.6  － 

Ⅱ 評価・換算差額等       

１．その他有価証券評
価差額金 

   － 1,683,162 3.6  － 

２．繰延ヘッジ損益    － △17,882 △0.0  － 

評価・換算差額等合
計 

   － 1,665,279 3.6  － 

純資産合計    － 33,730,489 72.2  － 

負債純資産合計    － 46,709,573 100.0  － 

              



②【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高    10,560,781 100.0 11,253,387 100.0  21,720,198 100.0

Ⅱ 売上原価    7,979,269 75.6 8,441,842 75.0  16,403,360 75.5

売上総利益    2,581,511 24.4 2,811,545 25.0  5,316,837 24.5

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

   1,592,916 15.0 1,537,159 13.7  3,089,301 14.2

営業利益    988,595 9.4 1,274,386 11.3  2,227,536 10.3

Ⅳ 営業外収益 (※2)  367,110 3.5 357,215 3.2  667,079 3.1

Ⅴ 営業外費用 (※3)  7,626 0.1 15,448 0.1  15,576 0.1

経常利益    1,348,079 12.8 1,616,153 14.4  2,879,038 13.3

Ⅵ 特別利益       

有価証券売却益   －  206,800 －  

固定資産売却益 (※4) 129,871 129,871 1.2 － 206,800 1.8 128,936 128,936 0.5

Ⅶ 特別損失       

年金制度移行に伴う
退職給付費用 

  －  － 411,837  

固定資産売却損   －  － 137,004  

固定資産除却損 (※5) 161,917 161,917 1.5 226,554 226,554 2.0 233,293 782,134 3.6

税引前中間（当期）
純利益 

   1,316,033 12.5 1,596,398 14.2  2,225,840 10.2

法人税、住民税及び
事業税 

  628,000  751,000 1,077,000  

法人税等調整額   △76,832 551,168 5.3 △50,857 700,142 6.2 △192,160 884,839 4.0

中間（当期）純利益    764,866 7.2 896,256 8.0  1,341,000 6.2

前期繰越利益    2,664,332 －  2,664,332 

中間配当額    － －  272,563 

中間（当期）未処分
利益 

   3,429,198 －  3,732,770 

              



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

  

（注）平成18年６月29日の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

  

  株主資本 

  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

  

資本準備金 利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金 
合計 

  
配当準備 
積立金 

買換資産 
圧縮積立金 

別途積立金 
繰越利益 
剰余金 

前事業年度末残高（千円） 4,150,000 5,432,770 1,037,500 200,000 65,175 18,500,000 3,732,770 23,535,446 

当中間会計期間変動額         

 剰余金の配当 （注）       △272,363 △272,363 

 役員賞与   （注）       △47,500 △47,500 

 中間純利益       896,256 896,256 

 自己株式の取得         

 株主資本以外の項目の 
 当中間会計期間変動額 
 （純額） 

        

当中間会計期間変動額合計 
（千円） 

      576,393 576,393 

当中間会計期間末残高 
（千円） 

4,150,000 5,432,770 1,037,500 200,000 65,175 18,500,000 4,309,163 24,111,839 

  株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 

  

自己株式 
株主資本 
合計 

その他 
有価証券 
評価差額金 

繰延 
ヘッジ損益 

評価・換算 
差額等合計 

  

  

前事業年度末残高（千円） △1,588,531 31,529,685 2,391,287 － 2,391,287 33,920,972 

当中間会計期間変動額       

 剰余金の配当 （注）  △272,363    △272,363 

 役員賞与   （注）  △47,500    △47,500 

 中間純利益  896,256    896,256 

 自己株式の取得 △40,868 △40,868    △40,868 

 株主資本以外の項目の 
 当中間会計期間変動額 
 （純額） 

  △708,125 △17,882 △726,008 △726,008 

当中間会計期間変動額合計 
（千円） 

△40,868 535,524 △708,125 △17,882 △726,008 △190,483 

当中間会計期間末残高 
（千円） 

△1,629,399 32,065,209 1,683,162 △17,882 1,665,279 33,730,489 



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

 

    
前中間会計期間

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前中間（当期）純利益   1,316,033 1,596,398 2,225,840 

減価償却費   251,555 334,391 601,086 

厚生年金基金解散損失引当金の減少額   － － △462,354 

退職給付引当金の増減額（減少：△）   △47,737 △162,748 546,612 

役員退職引当金の増減額（減少：△）   6,494 △124,366 18,775 

貸倒引当金の増減額（減少：△）   7,039 △3,331 △6,119 

製品保証引当金の増減額（減少：△）   △3,700 13,100 △2,400 

賞与引当金の増減額（減少：△）   140,000 70,000 150,000 

受取利息及び受取配当金   △333,017 △309,569 △616,145 

支払利息   3,379 7,222 7,497 

為替換算差額（差益：△）   － 18 47 

有価証券売却益   － △206,800 △485 

固定資産売却益   △129,871 △4,048 △128,936 

固定資産除却損   161,917 226,554 370,297 

役員賞与の支払額   △39,000 △47,500 △39,000 

売上債権の増減額（増加：△）   △125,126 △811,765 △530,217 

たな卸資産の増減額（増加：△）   △357,304 △783,257 △833,576 

仕入債務の増減額（減少：△）   △295,413 31,134 214,284 

未払消費税等の増減額（減少：△）   △1,738 133,600 △41,248 

その他   159,364 99,398 △95,063 

小計   712,875 58,430 1,378,892 

利息及び配当金の受取額   309,291 309,024 616,508 

利息の支払額   △3,379 △7,222 △7,497 

法人税等の支払額   △420,443 △771,896 △768,745 

営業活動によるキャッシュ・フロー   598,344 △411,663 1,219,158 

    

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

有価証券の売却による収入   360,000 1,680,000 360,000 

固定資産の取得による支出   △1,429,487 △1,830,988 △3,376,927 

固定資産の売却による収入   138,307 10,365 215,266 

固定資産の解体撤去及び移設による
支出 

  △149,514 △178,314 △220,890 

投資有価証券の取得による支出   △325,634 △430,264 △442,973 

投資有価証券の売却による収入   805,476 0 2,705,475 

関係会社設立による支出   － △30,000 － 

短期貸付金の純増減額（増加：△）   － △617,000 － 

その他   104,511 △163,420 △395,522 



  

  

  次へ 

    
前中間会計期間

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △496,339 △1,559,622 △1,155,572 

    

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△減少額）   613,000 1,996,568 813,000 

自己株式の取得による支出   △15,639 △40,868 △60,719 

配当金の支払額   △242,389 △272,363 △514,952 

財務活動によるキャッシュ・フロー   354,970 1,683,337 237,327 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   － △18 △47 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額（△減少額）   456,974 △287,967 300,865 

Ⅵ 現金及び現金同等物期首残高   35,691 336,557 35,691 

Ⅶ 現金及び現金同等物中間期末（期末）残高   492,666 48,590 336,557 

    



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 

  
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 (1）有価証券 (1）有価証券 

満期保有目的債券 満期保有目的債券 満期保有目的債券 

   償却原価法 同左 同左 

  子会社及び関連会社株式 子会社及び関連会社株式 子会社及び関連会社株式 

   移動平均法による原価法 同左 同左 

  その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

   中間期末日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により

算定）。ただし、区分処理で

きないデリバティブ組込債券

については時価法（売却原価

は移動平均法により算定）。 

 中間期末日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算定）。ただし、区分処

理できないデリバティブ組込

債券については時価法（売却

原価は移動平均法により算

定）。 

 期末日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算

定）。ただし、区分処理でき

ないデリバティブ組込債券に

ついては時価法（売却原価は

移動平均法により算定）。 

  時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

   移動平均法による原価法 同左 同左 

  (2)デリバティブ (2)デリバティブ (2)デリバティブ 

   時価法 同左 同左 

  (3）たな卸資産 (3）たな卸資産 (3）たな卸資産 

  製品 同左 同左 

   総平均法による低価法     

  半製品     

   総平均法による低価法     

  原材料     

   総平均法による低価法     

  仕掛品     

   個別法による原価法     

  貯蔵品     

   最終仕入原価法による原価法     

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 (1）有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物（建

物附属設備を除く）については

定額法）を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

  建物   ３年～50年 

  機械装置 ４年～12年 

同左 同左 

  (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

   定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウエ

アについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づいて

おります。 

同左 同左 



 

  
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率に基づき、貸倒懸念

債権等については個別に回収可

能性を検討し、回収不能見込額

を計上しております。 

同左 同左 

  (2）製品保証引当金 (2）製品保証引当金 (2）製品保証引当金 

   販売した製品の無償サービス

費用に充てるため、特定のもの

については個別に検討して必要

額を計上し、その他は当中間会

計期間における売上高に過年度

の実績比率を乗じて計上してお

ります。 

同左  販売した製品の無償サービス

費用に充てるため、特定のもの

については個別に検討して必要

額を計上し、その他は売上高に

過年度の実績比率を乗じて計上

しております。 

  (3）賞与引当金 (3）賞与引当金 (3）賞与引当金 

   従業員の賞与の支給に充てる

ため、賞与支給見込額の当中間

会計期間負担額を計上しており

ます。 

同左  従業員の賞与の支給に充てる

ため、賞与支給見込額の当事業

年度負担額を計上しておりま

す。 

  (4）退職給付引当金 (4）退職給付引当金 (4）退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

 数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数（３年）による定額法によ

り按分した額を、それぞれ発生

の翌事業年度から費用処理する

こととしております。 

 また、当社は総合設立型厚生

年金基金制度を有しております

が、自社の拠出に対応する年金

資産額を合理的に計算できない

ため、掛金拠出額（会社負担

分）を費用処理しております。 

 なお、当該厚生年金基金につ

きましては平成17年11月22日開

催の同基金代議員会において解

散決議を行っており、適格退職

年金制度につきましては新確定

給付年金制度へ全額移行してお

ります。 

 また、従業員の退職等に際し

て、退職加算金を支払う場合が

あります。 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

 数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数（３年）による定額法によ

り按分した額を、それぞれ発生

の翌事業年度から費用処理する

こととしております。 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。 

 数理計算上の差異について

は、発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（３

年）による定額法により按分し

た額を、それぞれ発生時の翌事

業年度から費用処理することと

しております。 



 

  
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  (5)厚生年金基金解散損失引当金 ───── ───── 

   厚生年金基金の解散時におけ

る最低責任準備金の積立不足に

よる一時金の支払に備えるた

め、当社負担見込額を計上して

おります。 

    

  (6)役員退職引当金 (5)役員退職引当金 (5）役員退職引当金 

   役員の退任により支出する退

職慰労金に充てるため、内規に

基づく中間期末退職慰労金要支

給額を計上しております。 

 平成18年６月29日開催の定時

株主総会において、本総会終結

の時をもって役員退職金制度を

廃止し、本総会において再任さ

れる各取締役及び監査役に対

し、本総会終結の時までの在任

期間に対応した役員退職慰労金

の打ち切り支給を決議いたしま

した。また、再任される役員に

対する役員退職慰労金は、それ

ぞれの退任時に支給することと

いたします。 

 これにより、当中間会計期間

において「役員退職引当金」を

全額取崩し、打ち切り支給額の

未払い分については固定負債の

「その他」に含めて表示してお

ります。 

 役員の退任により支出する退

職慰労金に充てるため、内規に

基づく期末退職慰労金要支給額

を計上しております。 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

５．ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の処理方法 同左 同左 

   原則として繰延ヘッジ処理

によっております。なお、振

当処理の要件を満たしている

為替予約については振当処理

によっております。 

    

  (2)ヘッジ手段とヘッジ対象     

   ヘッジ手段 為替予約     

   ヘッジ対象 売掛金、買掛

金 

    

  (3)ヘッジ方針     

   為替リスク低減のため、対

象債権債務の範囲内でヘッジ

を行っております。 

    



  

 

  
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  (4)ヘッジ有効性評価の方法     

   ヘッジ開始時から有効性判

定時点までの期間において、

ヘッジ対象とヘッジ手段の相

場変動の累計を比較し、両者

の変動額等を基礎にして判断

しております。 

    

６．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フロ

ー計算書）における資金の

範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金、取得日から満期日までの期

間が３か月以内の定期預金及び容

易に換金可能であり、かつ価値の

変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３か月以内に償

還期限の到来する短期投資であり

ます。 

同左 同左 

７．税効果会計  中間会計期間に係る納付税額及

び法人税等調整額は、当期におい

て予定している利益処分による圧

縮積立金の取崩しを前提として、

当中間会計期間に係る金額を計算

しております。 

――――― ───── 

８．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項 

 消費税等の会計処理は、税抜方

式によっております。 

同左 同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14

年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号 平成15

年10月31日）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、固定資産の減損

に係る会計基準（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８

月９日））及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第６号 平成15年10

月31日）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平成

17年12月９日）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日）を

適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は、33,748,371千円であり

ます。 

 なお、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。 

――――― 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

  

（中間損益計算書関係） 

  

 

  
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

※１．有形固定資産減価償却

累計額 
8,843,666千円 8,902,596千円 8,985,094千円 

 ２．偶発債務       

(1）裏書譲渡手形 517,823千円 237,540千円 403,648千円 

(2）輸出割引手形 71,644千円 11,565千円 25,213千円 

※３．期末日満期手形 ―――――  中間期末日満期手形の会計処理

については、当中間会計期間の末

日は金融機関の休日でしたが、満

期日に決済が行われたものとして

処理しております。中間期末日満

期手形の金額は次のとおりです。 

 受取手形 321,653千円 

 支払手形  27,839千円 

――――― 

※４．消費税等の取扱い  仮払消費税等及び仮受消費税等

は、相殺の上、金額的重要性に乏

しいため、流動資産の「その他」

に含めて表示しております。 

 仮払消費税等及び仮受消費税等

は、相殺の上、未払消費税として

表示しております。 

───── 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 １．減価償却実施額  １．減価償却実施額  １．減価償却実施額 
  

有形固定資産 235,265千円

無形固定資産 16,289千円

  
有形固定資産 316,676千円

無形固定資産 17,714千円

有形固定資産 568,855千円

無形固定資産 32,230千円

※２．営業外収益のうち主なもの ※２．営業外収益のうち主なもの ※２．営業外収益のうち主なもの 
  

  

受取利息 2,766千円

有価証券利息 253,996千円

受取配当金 76,254千円

  
受取利息 4,900千円

有価証券利息 217,842千円

受取配当金 86,827千円

有価証券売却益 0千円

受取利息 4,919千円

有価証券利息 509,480千円

受取配当金 101,745千円

有価証券売却益 485千円

※３．営業外費用のうち主なもの ※３．営業外費用のうち主なもの ※３．営業外費用のうち主なもの 
  

支払利息 3,379千円
  

支払利息 7,222千円 支払利息 7,497千円

※４．固定資産売却益の内訳 ※４    ――――― ※４．固定資産売却益の内訳 
  

土地 129,871千円
  

土地 128,936千円

※５．固定資産除却損の内訳 ※５．固定資産除却損の内訳 ※５．固定資産除却損の内訳 
  

建物 7,238千円

機械及び装置 3,277千円

その他 1,887千円

解体撤去及び 
移設費用 

149,514千円

  
建物 37,044千円

機械及び装置 5,402千円

その他 5,792千円

解体撤去及び
移設費用 

178,314千円

建物 7,238千円

機械及び装置 3,277千円

その他 1,887千円

解体撤去及び 
移設費用 

220,890千円



（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日現在 至 平成18年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に係る事項 

（注）自己株式の増加17千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  

２．配当に関する事項 

 (1）配当金支払額 

 (2）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間末後となるもの 

  

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

  
前事業年度末 
株式数（千株） 

当中間会計期間
増加株式数（千株）

当中間会計期間
減少株式数（千株）

当中間会計期間末 
株式数（千株） 

発行済株式 
 普通株式 

32,732 － － 32,732 

自己株式 
 普通株式 

2,470 17 － 2,487 

決議 株式の種類 配当金の総額 
１株当たり
配当額 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 
定時株主総会 

普通株式 272百万円 ９円 平成18年３月31日 平成18年６月29日 

決議 
株式の 
種類 

配当金 
の総額 

配当の
資源 

1株当たり
配当額 

基準日 効力発生日 

平成18年11月16日 
取締役会 

普通株式 302百万円 利益剰余金 10円 平成18年９月30日 平成18年12月11日 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 現金及び現金同等物の中間期末残
高と中間貸借対照表に掲記されてい
る科目の金額との関係 

 現金及び現金同等物の中間期末残
高と中間貸借対照表に掲記されてい
る科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の期末残高と
貸借対照表に掲記されている科目の
金額との関係 

（平成17年９月30日現在） （平成18年９月30日現在） （平成18年３月31日現在） 
  

現金及び預金勘定 492,666千円

現金及び現金同等物 492,666千円

 

現金及び預金勘定 48,590千円

現金及び現金同等物 48,590千円

現金及び預金勘定 336,557千円

現金及び現金同等物 336,557千円



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び中間期末残高相

当額 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び中間期末残高相

当額 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び期末残高相当額 

  

  
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額相
当額 
(千円) 

中間期末
残高相当
額 
(千円) 

工具器具
及び備品 

100,987 29,779 71,207

合計 100,987 29,779 71,207

  

  
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額相
当額 
(千円) 

中間期末
残高相当
額 
(千円) 

工具器具
及び備品 

90,562 31,326 59,235

合計 90,562 31,326 59,235

取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額相
当額 
(千円) 

期末残高
相当額 
(千円) 

工具器具
及び備品 

106,650 29,700 76,949 

合計 106,650 29,700 76,949 

２．未経過リース料中間期末残高相

当額等 

  未経過リース料中間期末残高相

当額 

２．未経過リース料中間期末残高相

当額等 

  未経過リース料中間期末残高相

当額 

２．未経過リース料期末残高相当額

等 

  未経過リース料期末残高相当額 

  
１年以内 17,491千円

１年超 53,956千円

合計 71,447千円

  
１年以内 17,224千円

１年超 42,499千円

合計 59,724千円

１年以内 18,580千円

１年超 58,594千円

合計 77,175千円

３．支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、減損損失及び支払利息相当額 

３．支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、減損損失及び支払利息相当額 

３．支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、減損損失及び支払利息相当額 
  
支払リース料 5,973千円

減価償却費相当額 5,773千円

支払利息相当額 229千円

  
支払リース料 9,421千円

減価償却費相当額 9,082千円

支払利息相当額 441千円

支払リース料 16,017千円

減価償却費相当額 15,476千円

支払利息相当額 831千円

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 

同左 同左 

５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法 

 利息相当額の算定方法は、リ

ース料総額とリース物件の取得

価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につ

いては、利息法によっておりま

す。 

同左 同左 

（減損損失について） （減損損失について） （減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失

はありません。 

同左 同左 



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成17年９月30日現在） 

  

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

２．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 当中間会計期間において、減損処理は実施しておりません。 

なお、減損処理の対象銘柄は以下の基準としております。 

①時価の下落率が50％以上の銘柄について全銘柄 

②２期連続して時価の下落率が30％以上50％未満の銘柄について全銘柄 

  

３．時価評価されていない主な有価証券 

  

 

  
中間貸借対照表計上額

（千円） 
時価（千円） 差額（千円） 

国債・地方債等 11,700,436 10,386,557 △1,313,879 

合計 11,700,436 10,386,557 △1,313,879 

  取得原価（千円）
中間貸借対照表計上額

（千円） 
差額（千円） 

(1)株式 3,656,150 6,083,763 2,427,613 

(2)債券 3,202,014 3,503,974 301,960 

(3)その他 － － － 

合計 6,858,165 9,587,738 2,729,573 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 

非上場株式 310,144 



当中間会計期間末（平成18年９月30日現在） 

  

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

２．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 当中間会計期間において、減損処理は実施しておりません。 

なお、減損処理の対象銘柄は以下の基準としております。 

①時価の下落率が50％以上の銘柄について全銘柄 

②２期連続して時価の下落率が30％以上50％未満の銘柄について全銘柄 

  

３．時価評価されていない主な有価証券 

  

 

  
中間貸借対照表計上額

（千円） 
時価（千円） 差額（千円） 

国債・地方債等 10,300,033 9,069,137 △1,230,895 

合計 10,300,033 9,069,137 △1,230,895 

  取得原価（千円）
中間貸借対照表計上額

（千円） 
差額（千円） 

(1)株式 4,203,753 6,971,766 2,768,012 

(2)債券 1,230,404 1,315,208 84,804 

(3)その他 － － － 

合計 5,434,157 8,286,974 2,852,817 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 

非上場株式 310,144 



前事業年度末（平成18年３月31日現在） 

  

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

２．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 当事業年度において、減損処理は実施しておりません。 

なお、減損処理の対象銘柄は以下の基準としております。 

①時価の下落率が50％以上の銘柄について全銘柄 

②２期連続して時価の下落率が30％以上50％未満の銘柄について全銘柄 

  

３．時価評価されていない主な有価証券 

  

 

  
貸借対照表計上額
（千円） 

時価（千円） 差額（千円） 

国債・地方債等 10,300,235 8,940,369 △1,359,865 

合計 10,300,235 8,940,369 △1,359,865 

  取得原価（千円）
貸借対照表計上額
（千円） 

差額（千円） 

(1)株式 3,773,489 7,512,683 3,739,193 

(2)債券 2,702,857 3,016,694 313,836 

(3)その他 － － － 

合計 6,476,347 10,529,377 4,053,030 

  貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 

非上場株式（店頭売買株式を除く） 310,144 



（デリバティブ取引関係） 

前中間会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

 輸出取引に係る為替変動のリスクに備えるために、外貨建の売掛金について一部為替予約取引を利用しておりますが、

ヘッジ会計が適用されているため注記事項としての記載事項はありません。 

 また、短期資金の運用を図るため、債券に対する投資を行っておりますが、この債券にオプション取引が組み込まれてい

るものがあります。なお、当該オプション取引は、その契約が債券に係る契約と区分されていないため、開示の対象とはし

ておりません。 

  

当中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 輸出取引に係る為替変動のリスクに備えるために、外貨建の売掛金について一部為替予約取引を利用しておりますが、

ヘッジ会計が適用されているため注記事項としての記載事項はありません。 

 また、短期資金の運用を図るため、債券に対する投資を行っておりますが、この債券にオプション取引が組み込まれてい

るものがあります。なお、当該オプション取引は、その契約が債券に係る契約と区分されていないため、開示の対象とはし

ておりません。 

  

前事業年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 輸出取引に係る為替変動のリスクに備えるために、外貨建の売掛金について一部為替予約取引を利用しておりますが、

ヘッジ会計が適用されているため注記事項としての記載事項はありません。 

 また、短期資金の運用を図るため、債券に対する投資を行っておりますが、この債券にオプション取引が組み込まれてい

るものがあります。なお、当該オプション取引は、その契約が債券に係る契約と区分されていないため、開示の対象とはし

ておりません。 

  

  

  次へ 



（持分法損益等） 

 該当事項はありません。 

  

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下の通りです。 

  

  

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  
１株当たり純資産額 1,085.75円

１株当たり中間純利益 25.25円

  
１株当たり純資産額 1,115.22円

１株当たり中間純利益 29.63円

１株当たり純資産額 1,119.32円

１株当たり当期純利益 42.71円

 なお、潜在株式調整後1株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため、記載しており

ません。 

同左  なお、潜在株式調整後1株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため、記載しており

ません。 

  前中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

中間（当期）純利益（千円） 764,866 896,256 1,341,000 

普通株主に帰属しない金額
（千円） 

－ － 47,500 

（うち利益処分による役員賞
与金） 

（－） （－） （47,500） 

普通株式に係る中間（当期）
純利益（千円） 

764,866 896,256 1,293,500 

期中平均株式数（千株） 30,292 30,251 30,282 



(2）【その他】 

 平成18年11月16日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議致しました。 

（注）平成18年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払いを行います。 

  

  

  (イ)中間配当による配当金の総額 302百万円   

  (ロ)１株当たりの金額 10円00銭   

  (ハ)支払請求の効力発生日及び支払開始日 平成18年12月11日  



第６【提出会社の参考情報】 
  

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第77期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月29日近畿財務局長に提出 

(2）自己株券買付状況報告書 平成17年８月26日決議 

 報告期間（自平成18年３月１日 至平成18年３月31日） 平成18年４月11日近畿財務局長に提出 

 報告期間（自平成18年４月１日 至平成18年４月30日） 平成18年５月10日近畿財務局長に提出 

 報告期間（自平成18年５月１日 至平成18年５月31日） 平成18年６月５日近畿財務局長に提出 

 報告期間（自平成18年６月１日 至平成18年６月29日） 平成18年７月４日近畿財務局長に提出 

  

 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
  

 該当事項はありません。 

  

  



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月１５日

株 式 会 社 日 阪 製 作 所 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社日阪製作所

の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第７７期事業年度の中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月

３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監

査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社日阪製作所の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７

年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 富 永 正 行 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 片 岡 茂 彦 

      



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  独立監査人の中間監査報告書   

  平成18年12月22日

株式会社日阪製作所   

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 寺澤 豊 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 市田 龍 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 西原 健二 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社日阪製作所の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第78期事業年度の中間会計期間（平成18年４月１

日から平成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等

変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、株式会社日阪製作所の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成18

年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示してい

るものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （※） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書

提出会社）が別途保管しております。 
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